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　本稿の目的は，国勢調査の集計結果の分析か
ら，1990年代後半の京都市周縁部における人
口急増地域の地域特性，ならびに住民構成の変
化を明らかにすることである。
　戦後の日本では，国全体の人口が増加する一
方で，都市部への人口流入が継続したことか
ら，都市化した地域が急速に拡大した。また，
都市部が郊外へ外延的拡大を遂げつつ，過密に
代表される都市問題を深刻化させてきた。土地
価格の上昇にともない，大都市圏では，都心部
ではなく都市周辺部となる郊外，さらには地方
へと人口が分散していく契機が生じた。しかし，
バブル崩壊を経て，土地価格が下落傾向に転じ
て以降，東京や大阪をはじめとする大都市の都
心とその周辺で，人口増加がみられ，「都心回
帰」の現象が報告されるようになった。この動
向は，都心からの人口分散傾向から再集中傾向
へと転換したことを示唆するものである。しか
し，後述するように，本稿での分析対象である
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束師地域（以下，調査地区）
を含む伏見区は，京都市の中でも戦後2000年
まで一貫して人口の増加がみられた行政区であ
る。特に調査地区は，伏見区の中でも1990年
代後半にも人口が急増している地域である。こ
のような都市内人口の変化について山神
［2003］は，京都は郊外化の絶対的分散が起こ
る時期（1965―1995年）を経て，1995年以降
になると，都心側の人口減少巾が縮小し，都心
近くで人口が回復するものの，郊外化の相対的

分散が予想されるとしている1）。
　本稿では，人口が増加する京都市周縁地域の
分析を通じて，人口急増にともなう社会的・経
済的な今日的変容や新たな都市問題の発生等に
着目し，都市の構造的変化を明らかにする。そ
のために，本稿では，主に国勢調査の集計結果
を利用し，人口急増の量的側面だけでなく，住
民構成や土地利用状況，就業構造などの変化と
いう質的側面に焦点をあてた分析を行った。
　本稿の構成は，以下の通りである。まず，Ⅱ
において，調査地区の人口と世帯数の推移につ
いて概観し，その特徴について分析する。続く
Ⅲでは，増加した人口の居住する住居形態の特
徴について考察する。Ⅳでは，調査地区の就業
構造から地域的特性を明らかにする。つまり，
本稿では，人口増加を通じた人口構成の変化に
よって，地域に住まう住民層が変容する点を踏
まえ，それらに規定される住居形態の変化が景
観を代表とする地域の空間を形成する側面を分
析する。さらには，こうした地域に生活する住
民の就業形態が地域の構造変化の要因ともなっ
ている点を示す。なお，久我の杜学区は国勢調
査には1995年以降からのみ記載があるために，
それ以前のデータに言及するときは，久我，羽
束師学区のみを取り上げる。

 1） 山神達也「日本の大都市圏における人口増加の
時空間構造」『地理学評論』第76号，2003年。

〈都市農業地域における「農住共存」の可能性と課題〉

京都市人口急増地域における地域構造とその変化
―国勢調査小地域集計の分析から―
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１　伏見区における都市化の進行
　表1に示すとおり，1950年以降，京都市の人
口は増加してきたが，その中でも伏見区の人口
増加は著しく，特に1960年代には激増してい
る。この人口増加をさらに学区別にみてみる
と，表2に示すように，1960年代に入り，板
橋，住吉などでは絶対的にも人口が減少してい
るのに対し，久我，羽束師，納所，向島，桃
山，醍醐などの周辺の農村地域では人口増加率
が非常に高くなっている。特に，醍醐はニュー
タウン建設の影響もあり，10倍近く人口が増
加している。
　このように，調査地区は，1970年代に大き
く人口を増加させているが，1990年後半以降
にも，大きく人口を増加させている。図1にみ

表2　伏見区学区別の人口増加の推移（1960年＝100）
（単位：人，％）

実数 増減指数

1960年 1965年 1970年 1975年 1960年 1965年 1970年 1975年

伏見区 135,269 163,157 190,569 230,346 100.0 120.6 140.9 170.3
稲荷 6,638 6,850 7,517 7,534 100.0 103.2 113.2 113.5
砂川 13,447 16,344 17,825 17,789 100.0 121.5 132.6 132.3
深草 16,271 18,111 20,451 21,989 100.0 111.3 125.7 135.1
藤ノ森 14,432 17,211 18,568 20,322 100.0 119.3 128.7 140.8
竹田 7,345 7,500 8,276 8,669 100.0 102.1 112.7 118.0
住吉 11,803 12,104 11,265 10,047 100.0 102.6 95.4 85.1
板橋 15,317 14,533 12,919 12,352 100.0 94.9 84.3 80.6
下鳥羽 1,969 2,723 3,418 4,296 100.0 138.3 173.6 218.2
久我 1,316 1,449 2,973 4,380 100.0 110.1 225.9 332.8
羽束師 1,067 1,147 1,390 4,937 100.0 107.5 130.3 462.7
淀 6,412 8,138 9,804 10,564 100.0 126.9 152.9 164.8
納所 2,632 3,503 4,475 5,365 100.0 133.1 170.0 203.8
横大路 2,074 2,393 2,596 2,991 100.0 115.4 125.2 144.2
南浜 14,077 15,364 13,866 13,959 100.0 109.1 98.5 99.2
向島 4,864 9,235 15,201 17,095 100.0 189.9 312.5 351.5
桃山 10,542 16,226 20,676 22,959 100.0 153.9 196.1 217.8
醍醐 5,063 10,326 19,349 45,098 100.0 204.0 382.2 890.7

出所：京都市統計局『京都市の人口』各年版より作成。

表1　戦後の人口増加の推移（1980年＝100）
（単位：人，％）

京都市 増加推移 伏見区 増加推移

1950年 1,101,854 100.0 105,437 100.0

1955年 1,204,084 109.3 118,031 111.9

1960年 1,284,818 116.6 135,293 128.3

1965年 1,365,007 123.9 163,157 154.7

1970年 1,419,165 128.8 190,569 180.7

1975年 1,461,059 132.6 230,346 218.5

1980年 1,473,065 133.7 257,156 243.9

1985年 1,479,218 134.2 274,938 260.8

1990年 1,461,103 132.6 280,276 265.8

1995年 1,463,822 132.9 285,961 271.2

2000年 1,463,822 132.9 287,909 273.1

2005年 1,474,811 133.8 285,419 270.7

出所：総務省『国勢調査』各年版より作成。
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るように，調査地区の1995年人口を100とす
ると，1995年から2005年にかけて128.1に増
加した。同じ時期に伏見区は99.8へと0.2％の
減少，京都市は100.8とわずかに増加しただけ
であり，調査地区の人口増加率は極めて高いこ
とがわかる。ちなみに，調査地区内では，久我
の杜の増加率が47.2％と最も高く，これに羽束
師の41.4％増が続く。一方，久我の増加率は，
わずか9.7％にとどまっており，調査地区内部
の不均等性が目立つ。この理由としては，都市
計画上，第1種中高層住宅専用地域や準工業専
用地域に指定される土地が多い久我の杜や羽束
師に対して，久我地区は，住宅を建てることが
できない工業専用地域に指定されている土地が
多いことが挙げられる2）。また，京都市周辺に
おける都市近郊農業地域としての性格をもつ調
査地区は，地目別土地面積でみても，緑地系の
比率が久我で57.9％と高い3）。

 2） 工業専用地域は，都市計画法による用途地域の1

つで，工業の業務の利便の増進を図る地域であり，
住宅を建てることはできない。2010年5月28日現
在，京都市では市域面積の0.5％（68ha）が指定さ
れている。京都市都市計画局，http://www.city.

kyoto.lg.jp/tokei/page/0000019433.html，（ 参 照
2010―7―1）。

 3） ただし，1989年から緑地系（70.8％），住宅
（29.2％）から2008年には緑地系（57.9％），住宅

　一方，世帯数の増加率は，人口の増加率以上
に著しい。図2によると，調査地区の世帯数は
1995年の人口を100とすると，2005年は143.4

となっており，人口増加率よりも高くなってい
る。単独世帯や核家族化による世帯の小規模化
の中で，世帯数の増加率は一般的な傾向であり
京都市や伏見区でもみられるが，10％程度の
伸びであり，調査地区での世帯数の伸びが際
立っている。調査地区内では，久我の杜が
67.4％，羽束師が58.6％と著しく伸びており，
久我についても22.5％と，京都市，伏見区平均
を大きく上回る世帯増加率を記録している。同
時に，1世帯あたりの人員も，1995年から2000

年にかけて，京都市（－0.23人）や伏見区（－0.30

人）に比べて，調査地区では久我（－0.34人）・
久我の杜（－0.38人）・羽束師（－0.36人）と
それぞれ減少しており，世帯の小規模化も進ん
でいることがわかる。

２　年齢別構成の変化
　次に，人口が急増した調査地区はどのような
年齢層で構成されているのだろうか。まず，年
齢を年少人口（15歳未満），生産年齢人口
（15～64歳），老年人口（65歳以上）に3区分

（36.1％）となっており，住宅地化が進行している
ことは明らかである。京都市『学区概要書』2009年。

図1　人口の推移（1995年の人口を100とする）
出所： 総務省統計局『国勢調査』平成7年，12年，

17年より作成。

地

地

図2　世帯数の推移（1995年の人口を100とする）
出所： 総務省統計局『国勢調査』平成7年，12年，17年よ

り作成。
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して，調査地区と京都市，伏見区の構成比とを
比較してみる。
　図3より，京都市及び伏見区において，少子
化及び高齢化が進んでいることとは対照的に，
調査地区における年齢階層別人口構成比の際
立った特徴は，年少人口比率が1995年から
2005年にかけて20％台を維持していることと，
65歳以上の老年人口比率が2005年においても
わずか10.7％と，極めて低いことである4）。調
査地区内における2005年時点での年少人口比
率は，久我の杜が最も高く24.9％であり，これ

 4） これに対して，京都市は1980年の調査で年少人
口が20％を下回り，老年人口が10％を超えてい
る。伏見区も，1990年の調査で年少人口が10％を
下回り，1995年には老年人口が10％を超えている。

に羽束師の21.7％，久我の17.8％が続く。ま
た，老年人口比率は，久我13.2％，羽束師
9.1％，久我の杜9.0％の順となっており，調査
地区内では久我の杜が最も子どもが多く，高齢
者が少ない人口構成となっている。ただし，長
期的にみると，調査地区においても1980年の
年少人口比率30.7％，老年人口比率4.0％を
ピークとして，その後は年少人口比率の減少と
老年人口比率の増加傾向が続いていることは注
意しておく必要がある。また，図3にみるよう
に，調査地区での少子化・高齢化は，地域性格
差をもって進行しているといえる。これを明ら
かにするために，図4，図5，図6で2005年の
調査地区人口を5歳ごとに区分した人口ピラ
ミッドをみてみる。3地域とも，30歳代男女と，

図3　年齢別人口（単位：％）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成7年，12年，17年より作成。
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その子どもの世代にあたる10歳未満層が膨ら
んでいることがわかる。同時に，久我と羽束師
と久我の杜とは，やや異なった構造を有してい
ることが確認できる。つまり，久我と羽束師で
は，50歳代後半から60歳代前半にかけての年
齢階層が，もうひとつのピークを作っている。
久我，羽束師とも，その比率は人口の15％弱
を占めており，今後65歳以上人口が急速に増
加し，高齢化が進行することが予測できる。こ
れらの特徴は，調査地区内での住宅開発にとも
なう人口流入の歴史的・空間的変遷によって規
定されているといえる。1970年代の住宅開発
時に移住してきた人々が高齢者人口として現れ
てくる一方で，1990年代後半からの住宅開発
によって，若い親の世代が多数流入していると
考えられる。
　このことをより明確に把握するために，図7

をみてみる。この図は，2000年時点での年齢
階層を基準に，5年後の人口がどのように変化
したのかを示している。いずれの学区において
も共通することは，20代後半から30代前半の
層の増加が著しいことである。2005年時点で
は，20歳代後半から30歳代前半の若い世代が
純増し，子どもを産み，育ててきている像が浮

かび上がる。特に羽束師では，2000年時点で5

歳～19歳までの人口，さらにその親の世代で
ある40～44歳の人口の増加も見られる。また，
久我の杜では，他の地域と異なり，2000年時
点で60歳代の定年リタイア世代の人口増や75

～79歳の人口増がみられる。もうひとつの特
徴は，久我では，2000年時点で5歳～14歳，
及び35～59歳，さらに羽束師でも4歳以下と，
30歳以上の人口階層で，人口の純減がみられ
ることである。子どもが高校に入る時点や，高
齢を迎える中で，中高年世代の人口流出傾向が
表面化していることに注意しなければならな
い。

　以上，本節で以下の点が明らかになった。第
1に，調査地区では，京都市や伏見区に比して，
おしなべて人口の増加がみられる。しかし，3

地域それぞれを比較すると，図2に見られるよ
うに，1970年代には人口の急増が著しかった
久我は，1990年代以降には住宅が建てられな
い工業専用地域に指定されている土地が多いと
いう都市計画上の制限もあり，人口増加率が他
の地域に比べて低い。また，久我は緑地系が未
だ50％以上残っていることから，工業専用地

図4　人口ピラミッド（久我）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成17年より作成。
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域という本来の都市計画上の用途規制とは異な
り，京都市の周辺農地としての性格を保持して
いることが指摘できる。それに対して，工業専
用地域に指定される土地がない久我の杜は人口
増加率が一番高い。第2に，世帯数の増加率は，
人口のそれよりも高く，同時に1世帯あたりの
人員も京都市や伏見区に比して，調査地区は減
少率が高いが，京都市や伏見区と比べると，1

世帯あたりの人員数は多い。これは後述するよ
うに，調査地区における住宅の居住形態によ

る。第3に，調査地区における人口増加は，
1990年代後半以降，主に20代・30代を中心に
牽引された。特に，人口増加率が高い久我の杜
や羽束師においては，10歳以下人口の増加率
が高かった。これらから推察するに，幼い子ど
もを抱えた若い家族が人口増加の中心であると
いえる。しかし，一方で，京都市や伏見区に比
して低いとはいえ，65歳以上人口の割合は増
加しており，5歳階層別の人口ピラミッドをみ
ても，久我・羽束師において，今後50歳代後

図5　人口ピラミッド（久我の杜）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成17年より作成。

図6　人口ピラミッド（羽束師）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成17年より作成。
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半の階層が，高齢化を一気に引き上げると予測
できる。

　調査地区における住宅形態の最大の特徴は，
一戸建の多さである。表3から2005年の数値
でみると，調査地区で一戸建に住む世帯の構成
比は72.5％と，京都市（45.9％）や伏見区
（41.5％）と比べると約30ポイントも上回って
いる。そのため，マンション等の共同住宅居住
世帯の比率は，地区平均で24％前後にとどまっ
ており，京都市や伏見区平均と比べ，かなり低
い。ただし，3地域で比較すると，久我の杜に
おいて，2005年時点で35％となっており，共
同住宅の比率もある程度存在している。また，
久我では，長屋建住宅居住の比率が，2005年
でも7.5％となっており，京都市や伏見区平均
を上回っているという特徴もみられる。
　この理由としては，第1に土地価格が要因と
考えられる。バブル崩壊もあり土地価格が下落
している状況は調査地区も同様であるが，そも
そも，調査地区は桂川右岸に位置した低湿地で
あり，古くから水害多発地域であったために，
他地域に比べ土地価格は低水準であった。また
第2に，調査地区は交通インフラが脆弱であ

り，自家用車が生活において必要不可欠な立地
であるため，若年単身者層や高齢単身者層が集
まりにくい。こうした要因から，調査地区で
は，ファミリー層を対象とした一戸建住宅が多
く供給されたのであった。ただし，調査地区で
は，宅地に供される土地は農地一筆単位での転
用に基づいているため，区画の小さい小規模宅
地開発が中心であった。宅地規模が小さいた
め，もともとの低水準な土地価格とあいまっ
て，若年ファミリー層が購入しやすい物件とな
り，結果として，調査地区では若い世帯による
一戸建住宅取得が進行したのであった。
　こうした動向は統計数値にも表れ，住宅の建
て方別にみた持家世帯比率をみてみると，一戸
建に関して調査地区の持家比率は京都市
（77.0％）及び伏見区（73.4％）を上回って
87.2％となっている5）。逆に，共同住宅につい
ては，京都市（14.5％）や伏見区（18.9％）で
は全体の約15％～20％弱を占めるが，調査地
区平均では10％に満たない値となっている。
また，2005年時点での調査地区の世帯構成を

 5） それぞれの地域の一戸建に住む世帯の比率は，
久我（86.1％），久我の杜（83.6％），羽束師（90.8％）
となっている。共同住宅に住む世帯率は，久我
（6.0％），久我の杜（16.0％），羽束師（8.1％）となっ
ている。総務省統計局『国勢調査』平成12年。

図7　5歳階層別人口増減率（2000～2005年）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成7年，12年，17年より作成。
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図8でみると，親族世帯比率が，調査地区平均
で83.7％に達し，京都市及び伏見区平均を大き
く上回っていることが注目される。逆に，単独
世帯の比率は調査地区平均で15.8％にとどまっ
ており，家族で居住する住民が多いことが確認

できる。さらに，家族世帯の構成に関して
2005年の国勢調査をみると，3世代世帯の比率
が伏見区の4.8％に対して，久我が6.2％，羽束
師が6.1％となっているのも，これらの地域で
一戸建が多い要因といえる。これに対して，共

表3　住宅の建て方別にみた世帯構成の推移

主世帯数

一戸建 長屋建 共同住宅

1995年 2000年 2005年 1995年 2000年 2005年 1995年 2000年 2005年

久我 2,077 2,535 2,787 345 311 277 581 571 605
久我の杜 754 1,102 1,374 15 11 15 507 729 749
羽束師 1,527 2,163 2,404 77 46 48 440 694 787

調査地域計 4,358 5,800 6,565 437 368 340 1,528 1,994 2,141

伏見区 41,216 47,588 48,218 9,154 7,168 6,105 51,049 56,750 61,656
京都市 250,042 277,532 286,336 59,748 46,824 39,825 247,754 263,859 296,353

構成比（単位：％）

一戸建 長屋建 共同住宅

1995年 2000年 2005年 1995年 2000年 2005年 1995年 2000年 2005年

久我 69.1 78.2 75.9 11.5 9.6 7.5 19.3 17.6 16.5
久我の杜 59.0 59.8 64.3 1.2 0.6 0.7 39.7 39.6 35.0
羽束師 74.3 74.2 74.0 3.7 1.6 1.5 21.4 23.8 24.2

調査地域計 68.8 72.5 72.5 6.9 4.6 3.8 24.1 24.9 23.6

伏見区 40.6 42.6 41.5 9.0 6.4 5.3 50.2 50.8 53.1
京都市 44.7 47.0 45.9 10.7 7.9 6.4 44.3 44.7 47.5

注：主世帯＝住宅に住む一般世帯－間借り世帯。
出所：総務省統計局『国勢調査』各年版より作成。

図8　親族世帯と単独世帯の割合（2005年）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成17年より作成。
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同住宅の比率が高い久我の杜は，3世代世帯の
率が4.5％と低い。世帯構成と居住形態が関連
しているといえる。

　居住者の就業構造から調査地区の地域特性を
捉えると，表4では，調査地区に常住している
住民のうち，何らかの仕事に就業している人口
の推移が示されている。図1の人口増加指数
（調査地区平均128，久我110，久我の杜147，
羽束師141）と比較すると，調査地区の就業者
数の増加指数120.8は，人口のそれを下回って
いることがわかる。ただし，久我の杜だけは，
人口トレンドとほぼ同じ動きをしている。他の
2地域では，主婦や子どもの転入が増える中
で，人口増加指数よりも就業者数のそれが低く
なっていると考えられる。これらの人口が就業
している事業所については，2006年の調査地
区全体では従業者が1～4人の事業所が62.2％
を占めている。3地域でみても，それぞれ従業
者1～4人の事業所が69.4％（久我），62.0％（久
我の杜），54.4％（羽束師）となっている6）。
　次に表5は，従業上の地位別就業人口の推移
と構成を示している。この表から，1995年か

 6） 京都市総合企画局『京都市地域統計要覧』2008年。

ら2005年の10年間に，雇用者が2,341人増加
する一方，自営業者は18人増，家族従業者は
132人減となっており，雇用者層が就業者増加
のほとんどを占めていたことがわかる。その構
成比も，2005年には86.3％と，京都市平均
（82.5％）及び伏見区平均（85.7％）を上回る
ようになっている。同じ地区でも1970年の数
値と比較した場合，久我では，雇用者比率が
67.1％から16.6ポイントの増加，自営業者比率
で18.1％から6.2ポイントの減少，家族従業者
比率で14.9％から10.6ポイントの減少となっ
ている。羽束師では，雇用者比率が58.0％から
29.6ポイントの増加，自営業者比率で23.4％か
ら13.6ポイントの減少，家族従業者比率で
18.6％から16ポイントの減少となっている。
現在の国勢調査統計区の区域変更以前のため単
純な比較はできないが，調査地区において，雇
用者比率の増加と自営業者比率の減少が一貫し
て進んでいることがわかる。
　調査地区に常住する住民が就業する産業の構
成を表6でみると，2005年時点で最大部分を占
めるのはサービス業の25.8％であり，以下，製
造業の25.1％，卸売・小売業の19.4％，建設業
の10.2％が続く7）。これを，京都市及び伏見区

 7） 産業分類が異なるために単純な比較はできない
が，1975年の産業別人口構成は，久我と羽束師で

表4　就業者数の推移

常住地調査
就業者数（人） 増加指数（1995年＝100）

1995年 2000年 2005年 1995年 2000年 2005年

久我 5,043 5,067 5,250 100.0 100.5 104.1
久我の杜 2,003 2,644 2,971 100.0 132.0 148.3
羽束師 3,610 4,468 4,656 100.0 123.8 129.0

調査地区計 10,656 12,179 12,877 100.0 114.3 120.8

伏見区 137,623 132,855 130,305 100.0 96.5 94.7
京都市 727,880 694,650 688,268 100.0 95.4 94.6

注：就業者総数には従業上の地位不詳を含む。
出所：総務省統計局『国勢調査』平成7年，12年，17年より作成。



調査と研究　第37号（2010.  10）20

平均と比較すると，調査地区では農業（1.3％），
建設業（10.2％），製造業（25.1％）の構成比
が高いことがわかる。特に，久我では，他の地
域と比べて農業就業者の比率が高い（2.4％）
という特徴をもっている。ただし，1995年か

農林漁業（19.2％，31.6％），建設・製造業（40.1％，
33.6％），卸売業（16.7％，10.4％），サービス業
（13.3％，10.4％）であった。京都市統計局『京都
市の人口』1975年。

ら2005年までの10年間をみると，これらのも
のづくり型産業の比率は相対的に低下し，サー
ビス業が増える傾向が目立っている。
　さらに，表7から就業者の職種別構成を確認
すると，調査地区では，生産工程・労務作業者
の比率が39.0％と，京都市及び伏見区平均を大
きく上回っていることがわかる。これは，製造
業，建設業，農業就業者の比率が高いことと強
く関係していると考えられる。

表5　従業上の地位別就業者数の推移と構成

総数 雇用者 自営業者 家族従業者

1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年

久我 1,373 5,043 5,250 921 4,031 4,395 248 703 625 204 304 226
久我の杜 ― 2,003 2,971 ― 1,713 2,642 ― 221 273 ― 69 55
羽束師 645 3,610 4,656 374 3,029 4,077 151 414 458 120 161 121

調査地区計 2,018 10,656 12,877 1,295 8,773 11,114 399 1,338 1,356 324 534 402

構成比（単位：％）

総数 雇用者 自営業者 家族従業者

1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年 1970年 1995年 2005年

久我 100.0 100.0 100.0 67.1 79.9 83.7 18.1 13.9 11.9 14.9 6.0 4.3
久我の杜 ― 100.0 100.0 ― 85.5 88.9 ― 11.0 9.2 ― 3.4 1.9
羽束師 100.0 100.0 100.0 58.0 83.9 87.6 23.4 11.5 9.8 18.6 4.5 2.6

調査地区計 100.0 100.0 100.0 64.2 82.3 86.3 19.8 12.6 10.5 16.1 5.0 3.1

注：雇用者は役員を含む。自営業者は家庭内職者を含む。
出所：総務省統計局『国勢調査』昭和45年，平成7年，17年より作成。

表6　主要産業別就業人口構成の推移

農業 建設業 製造業 卸売・小売業 サービス業

1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年

久我 3.4 2.4 10.6 10.9 28.6 23.7 22.0 19.2 17.9 25.9
久我の杜 0.3 0.3 12.4 10.4 28.7 25.2 21.5 20.1 20.8 26.1
羽束師 2.0 0.8 10.6 9.3 32.9 26.6 19.7 19.1 16.4 25.4

調査地区計 2.3 1.3 10.9 10.2 30.0 25.1 21.1 19.4 17.9 25.8

伏見区 1.2 1.0 9.3 8.2 20.3 17.1 24.3 19.3 27.0 35.2
京都市 0.8 0.8 7.3 6.5 20.6 16.1 27.9 20.9 28.6 38.7

注： 2005年のサービス業の数値は，（飲食店，宿泊業），（医療，福祉），（教育，学校支援業），（複合サービス事業），
（サービス業）の数値を合計したものを計算した。

出所：総務省統計局『国勢調査』平成7年，17年より作成。
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　次に，調査地区に常住している就業者の従業
地についてみてみる。表8によると，2005年時
点で最も多いのは，自宅以外の伏見区内の
34.8％であり，これに伏見区以外の京都市内の
30.1％，府内他市町の16.4％，自宅の9.4％，
府外の9.3％が続く。1995年から2005年にかけ
ての推移をみると，自宅以外の伏見区内が1,101

人増加したほか，府内が585人，伏見区以外の
京都市内が340人，府外が254人の増加となっ
ている一方，自宅就業者が59人の減少となっ

ている。構成比でみると，伏見区内及び府内，
府外通勤者の増加が目立っている。調査地区は
京都市伏見区の端に位置しており，向日市・長
岡京市等の乙訓地域，宇治市，久御山町といっ
た京都市外の京都府，さらには，茨木市・高槻
市といった大阪府北摂地域とも近接しているた
め，これら地域への就業が多くなるといえる。
しかし，3地域を詳細にみると，羽束師では府
内，府外通勤者比率が京都市，伏見区平均を上
回っており，久我では自宅や伏見区以外の京都

表7　就業者の職種別構成

第1位 第2位 第3位

久我 生産工程・労務作業者（39.2％） 事務従事者（15.4％） 販売従事者（13.1％）
久我の杜 生産工程・労務作業者（39.5％） 事務従事者（16.5％） 販売従事者（14.2％）
羽束師 生産工程・労務作業者（37.8％） 事務従事者（15.6％） 販売従事者（14.6％）

調査地区計 生産工程・労務作業者（39.0％） 事務従事者（16.5％） 販売従事者（14.1％）

伏見区 生産工程・労務作業者（28.5％） 事務従事者（18.2％） 販売従事者（15.9％）
京都市 生産工程・労務作業者（24.8％） 事務従事者（18.6％） 販売従事者（17.3％）

出所：総務省統計局『国勢調査』平成17年より作成。

表8　就業者の従業地別構成と推移

総数 自宅 自宅以外の区内 自市内他区 府内 府外

1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年

久我 5,043 5,250 721 622 1,487 1,769 1,896 1,747 571 712 368 400
久我の杜 2,003 2,971 150 187 708 1,159 651 883 320 482 174 260
羽束師 3,610 4,656 394 397 1,185 1,553 989 1,246 637 919 405 541

調査地区計 10,656 12,877 1,265 1,206 3,380 4,481 3,536 3,876 1,528 2,113 947 1,201

伏見区 137,623 130,305 15,042 13,090 48,248 48,429 44,757 39,049 15,622 16,338 13,954 13,399
京都市 727,880 688,268 115,446 96,374 238,481 232,936 274,100 256,738 37,165 39,714 62,688 62,506

構成比（単位：％）

総数 自宅 自宅以外の区内 自市内他区 府内 府外

1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年 1995年 2005年

久我 100.0 100.0 14.3 11.8 29.5 33.7 37.6 33.3 11.3 13.6 7.3 7.6
久我の杜 100.0 100.0 7.5 6.3 35.3 39.0 32.5 29.7 16.0 16.2 8.7 8.8
羽束師 100.0 100.0 10.9 8.5 32.8 33.4 27.4 26.8 17.6 19.7 11.2 11.6

調査地区計 100.0 100.0 11.9 9.4 31.7 34.8 33.2 30.1 14.3 16.4 8.9 9.3

伏見区 100.0 100.0 10.9 10.0 35.1 37.2 32.5 30.0 11.4 12.5 10.1 10.3
京都市 100.0 100.0 15.9 14.0 32.8 33.8 37.7 37.3 5.1 5.8 8.6 9.1

出所：総務省統計局『国勢調査』平成7年，平成17年より作成。
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市内通勤者比率が高く，久我の杜では自宅以外
の伏見区内や府内通勤者の比率が高いという特
徴を見いだせる。これは，それぞれの地域の立
地と主要道路，鉄道の最寄り駅との距離によっ
て規定されているものと考えられる。
　次に，就業者・通学者の交通手段別比率を，
2000年国勢調査によって比較すると，図9のよ
うになる。調査地区において，自家用車及び
オートバイ比率が，調査地区合計62.7％に達
し，伏見区平均の40.6％，京都市平均の35.3％
を大きく上回っている。逆に，伏見区や京都市
で27～36％ある鉄道・電車比率が調査地区に
おいては低いことがわかる。鉄道駅が地区内に
ないことも原因のひとつであるが，バスを中心
とした公共交通体系の整備の遅れに起因してい
ると推察される。
　最後に，2000年の国勢調査をもとに，家計
の主たる収入源別にみた世帯構成を表9からみ
てみる。この表によれば，調査地区では，「賃金・
給料のみ」の比率が63.9％と3分の2近くに及
ぶ。これに，農業収入もある兼業農家世帯を加
えると72.5％となり，京都市の54.1％，伏見区
の57.7％を大きく上回ることから，「賃金・給
料」を収入源とする世帯が多い地域であるとい
える。一方で，高齢化の中で比率を増やしてい
る「恩給・年金」世帯の比率は，京都市や伏見
区では17％台に達するが，調査地区の場合は，
10.3％にとどまる。先にみたように老年人口が

低いという特徴が，そのまま表現されていると
いえる。また，「農業収入以外の事業」収入が
ある世帯も，調査地区平均で9.2％存在してい
るが，これらの中には自営商工業収入だけでな
く，不動産経営収入も入っている。

　本稿では，主として国勢調査小地域集計をも
とに，京都市周縁部の人口急増地区における地
域特性と住民構成の変容を分析してきた。
　その結果，明らかになったのは以下の点であ
る。まず第1に，1990年代以降の調査地区の人
口及び世帯数の増加は，同じ時期の伏見区や京
都市と比べても極めて高いことであった。ただ
し，調査地区の中でも，久我の杜と羽束師では
40％以上の増加がある一方で，久我では10％
未満の増加と，3地区内での不均等性があっ
た。こうした理由としては，久我地区は都市計
画上で工業専用地域に指定されている土地が多
いこと，また農地として利用されている土地が
多く，人口増加を支える住宅地の少ないことが
挙げられる。第2に，世帯数の増加率は，人口
の増加率以上に大きいことである。単独世帯や
核家族化の中で，1世帯あたりの人員は，京都
市全体として減少傾向にあるが，調査地区では
京都市や伏見区より減少率が大きい。これによ
り，世帯数の大幅な増加となった。ただし，1

図9　交通手段別就業者・通学者の比率（2000年）
出所：総務省統計局『国勢調査』平成12年より作成。
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世帯あたりの人員は減少しているが，調査地区
は伏見区の中でも親族世帯の比率が高い。特に
久我，羽束師地域においては，3世代世帯の比
率も伏見区より高かったことから，居住形態と
の関係で世帯構成に地域性がみてとれる。第4

に，暫時的な高齢化率の増加がみられるが，
15歳未満人口の比率の増加と5歳階層別の人口
の推移から，調査地区での人口増加の中心層は，
20代・30代の若年の家族世帯と考えられるこ
とである。
　続いて，調査地区での居住形態については以
下の点が明らかになった。第1に，調査地区で
は，持家の一戸建に住む世帯の比率が極めて高
いことである。逆に，京都市や伏見区で増加し
ている共同住宅の比率は低い。第2に，その一
戸建住宅が増えた背景として，供給される土地
が農地転用に基づいているために，区画が小さ
い小規模宅地開発が進行している。第3に，そ

うした小規模な住宅は比較的低価格であるた
め，若年層のファミリー世帯が住宅を取得する
傾向が高くなっている。
　調査地区での居住者の就業に関する特徴は以
下のとおりである。第1に，調査地区では就業
者数が増加していることである。これは人口・
世帯数の増加と関係していると考えられる。第
2に，調査地区においては，雇用者の比率が増
加し，自営業者・家族従事者の比率が減少して
いることである。結果，調査地区では自宅以外
に通勤する就業者が増加している。第3に，調
査地区では建設業や製造業に従事する者の比率
が高いことである。同時に，兼業で農業を営
み，収入を得ている世帯の比率も伏見区や京都
市と比べて高い。第4に，調査地区では，通勤
の手段として「自家用車」，「オートバイ」を利
用する者の比率が極めて高く，「鉄道・電車」
を利用する者の率が低いことである。これは，

表9　家計の主たる収入源別にみた世帯構成

総数
賃金・給料

農業
農業収入
以外の
事業

内職 恩給年金 仕送り その他
収入農業収入

もあり
賃金・給
料のみ

久我 3,452 2,349 2,023 46 346 6 460 13 87
久我の杜 1,857 1,425 1,297 3 162 2 151 17 35
羽束師 2,949 2,210 1,958 13 253 8 236 15 65

調査地区計 8,258 5,984 5,278 62 761 16 847 45 187

伏見区 114,969 66,306 56,811 456 9,048 282 20,079 5,566 4,808
京都市 610,665 330,519 273,526 1,514 57,572 1,731 109,470 53,823 23,201

構成比（単位：％）

総数
賃金・給料

農業
農業収入
以外の
事業

内職 恩給年金 仕送り その他
収入農業収入

もあり
賃金・給
料のみ

久我 100.0 68.0 58.6 1.3 10.0 0.2 13.3 0.4 2.5
久我の杜 100.0 76.7 69.8 0.2 8.7 0.1 8.1 0.9 1.9
羽束師 100.0 74.9 66.4 0.4 8.6 0.3 8.0 0.5 2.2

調査地区計 100.0 72.5 63.9 0.8 9.2 0.2 10.3 0.5 2.3

伏見区 100.0 57.7 49.4 0.4 7.9 0.2 17.5 4.8 4.2
京都市 100.0 54.1 44.8 0.2 9.4 0.3 17.9 8.8 3.8

出所：総務省統計局『国勢調査』平成12年より作成。
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交通アクセスとの関係が考えられる。
　1990年代後半以降の調査地区での人口増加
は，老年人口を除く全年齢的に増加した1970

年代のそれと比較した場合，特定の年齢階層に
よってもたらされた。子供を持つ20代・30代
を中心とするこうした階層の受け皿となったの
は，持家一戸建である。地価が安いという立地
条件に加え，若年ファミリー層が購入しやすい
小規模な住宅が多く供給され，上記年齢階層の
流入をもたらしたと考えられる。ただし，こう
した人口の増加と居住形態には調査地区のなか
でも地域差がある。この理由として，調査地区
の都市計画上の用途規制との関係が指摘でき
る。

　一方で，人口増加は従来からの産業構造に変
容をもたらし，農村地域としての性格が薄れて
いっていることも指摘できる。調査地区就業人
口のうち，伏見区内及び府内，府外通勤者の比
率が増加していることからも，調査地区のベッ
ドタウン化が進んでいる可能性を指摘できる。
関連して，通勤手段としての自動車・オートバ
イへの依存度の高さは，調査地区での都市問題
としてのウェイトをさらに高めると考えられ
る。こうした都市空間の再編成の過程における
外的・内的変化は，さらに住宅政策や開発業者
の動きからみる必要がある。こうした点は今後
の課題としたい。


